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運用報告書（全体版）
第 5 期

（決算日 2015年 5 月25日）

受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「インドネシア株ファンド」は、こ
のたび、第 5 期の決算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<3118>

インドネシア株ファンド

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／海外／株式

信 託 期 間 約 9 年₁₁カ月間（₂₀₁₀年 ₅ 月₂₇日～₂₀₂₀年 4 月₂₇日）

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象

1  ．インドネシアの金融商品取引所上場株式お
よび店頭登録株式（上場予定および店頭登録
予定を含みます。）

2 ．インドネシア企業のＤＲ（預託証券）

運 用 方 法

①主として、インドネシアの株式（ＤＲ（預託
証券）を含みます。以下同じ。）に投資し、中長
期的にベンチマーク（ジャカルタ総合指数（円
換算））を上回る投資成果をめざして運用を行
ないます。
②経済情勢や業界動向等の分析を行なうととも
に、個別企業の財務状況、成長性、株価バリュ
エーション、流動性等を総合的に勘案してポー
トフォリオを構築します。
③外貨建資産の運用にあたっては、ダイワ・ア
セット・マネジメント（シンガポール）リミテッ
ドに運用の指図にかかる権限の一部を委託しま
す。
④株式の組入比率は、通常の状態で信託財産の
純資産総額の80％程度以上に維持することを基
本とします。
⑤為替変動リスクを回避するための為替ヘッジ
は原則として行ないません。

株式組入制限 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買
益（評価益を含みます。）等とし、原則として、
基準価額の水準等を勘案して分配金額を決定し
ます。ただし、分配対象額が少額の場合には、
分配を行なわないことがあります。



インドネシア株ファンド

■設定以来の運用実績

決　　算　　期
基 準 価 額 ジャカルタ総合指数

（円換算） 株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

純資産
総　額

（分配落） 税込み
分配金

期　中
騰落率 （ベンチマーク） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₁ 期末（₂₀₁₁年 ₅ 月₂₄日） ₁₁, ₂₈₉ ₁, ₄₀₀ ₂₆. ₉ ₁₃, ₇₂₅ ₃₇. ₃ ₉₅. ₆ ― ₄₆₄
₂ 期末（₂₀₁₂年 ₅ 月₂₄日） ₁₀, ₄₉₁ ₀ △ ₇. ₁ ₁₃, ₁₀₇ △ ₄. ₅ ₉₅. ₇ ― ₉₂₃
₃ 期末（₂₀₁₃年 ₅ 月₂₄日） ₁₃, ₅₆₆ ₃, ₀₀₀ ₅₇. ₉ ₂₀, ₃₄₇ ₅₅. ₂ ₉₆. ₅ ― ₆₅₇
₄ 期末（₂₀₁₄年 ₅ 月₂₆日） ₁₀, ₅₇₂ ₀ △ ₂₂. ₁ ₁₆, ₅₅₉ △ ₁₈. ₆ ₉₇. ₆ ― ₄₇₂
₅ 期末（₂₀₁₅年 ₅ 月₂₅日） ₁₁, ₈₄₀ ₁₀₀ ₁₂. ₉ ₁₈, ₇₀₄ ₁₃. ₀ ₉₆. ₁ ― ₃₇₄

（注 ₁ ） 基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ） ジャカルタ総合指数（円換算）は、ジャカルタ総合指数（インドネシア・ルピアベース）をもとに円換算し、当ファンド設定日を₁₀, ₀₀₀とし

て大和投資信託が計算したものです。
　　　 ※ ジャカルタ総合指数に関するすべての権利は、インドネシア証券取引所が所有しています。インドネシア証券取引所は、ジャカルタ総合指

数をベンチマークとする金融商品について、何ら保証するものではありません。
（注 ₃ ）海外の指数は、基準価額への反映を考慮して、現地前営業日の終値を採用しています。
（注 ₄ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移
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期　末
（2015. 5. 25）

期　首
（2014. 5. 26）

基準価額（左軸）　　　　ベンチマーク（左軸）　　　　純資産総額（右軸）

（注 1）期末の基準価額は分配金込みです。
（注 2）ベンチマークは、期首の基準価額をもとに指数化したものです。
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インドネシア株ファンド

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₀, ₅₇₂円　期末：₁₁, ₈₄₀円（分配金₁₀₀円）　騰落率：₁₂. ₉％（分配金込み）
【基準価額の主な変動要因】

インドネシア株式市況が上昇したことや、為替相場において円安インドネシア・ルピア高が進んだことがプラスに寄与
し、基準価額は値上がりしました。

◆投資環境について
○インドネシア株式市況

インドネシア株式市況は上昇しました。
インドネシア株式市況は、大統領選候補者の支持率が接近し選挙結果への不透明感が高まる中、軟調な展開で始まりま

した。₂₀₁₄年 ₇ 月以降は、改革派と目されるウィドド大統領の誕生期待から反発に転じ、その後もウィドド新政権による
インフラ投資拡大の期待感から底堅く推移しました。 ₉ 月下旬以降は、新政権の政策実行力や国会対応への不安感から株
価は軟調な推移となりましたが、₁₁月には、燃料補助金削減の実施を受けて政策実行力に対する投資家の信頼感が回復す
る中、再び堅調な値動きとなりました。₂₀₁₅年の年明け以降も、ＥＣＢ（欧州中央銀行）の量的金融緩和を受けた新興国
市場への資金流入期待や原油価格下落に伴うインフレの抑制、中央銀行による予想外の利下げなどを背景に上昇基調を維
持しました。 ₄ 月下旬には、景気減速に伴う企業業績の伸び鈍化懸念から株価は急反落したものの、期末にかけては中央
銀行による住宅ローン規制の緩和発表などを好感して持ち直す動きとなりました。

年　　月　　日
基 準 価 額 ジャカルタ総合指数（円換算） 株　　式

組入比率
株　　式
先物比率

騰 落 率 （ベンチマーク） 騰 落 率
円 ％ ％ ％ ％

（期首）₂₀₁₄年 ₅ 月₂₆日 ₁₀, ₅₇₂ ― ₁₆, ₅₅₉ ― ₉₇. ₆ ―
₅ 月末 ₁₀, ₆₀₀ ₀. ₃ ₁₆, ₆₀₁ ₀. ₃ ₉₇. ₆ ―
₆ 月末 ₉, ₇₇₀ △ ₇. ₆ ₁₅, ₅₈₃ △ ₅. ₉ ₉₇. ₈ ―
₇ 月末 ₁₁, ₀₀₇ ₄. ₁ ₁₇, ₁₃₇ ₃. ₅ ₉₆. ₉ ―
₈ 月末 ₁₁, ₃₆₆ ₇. ₅ ₁₇, ₄₅₉ ₅. ₄ ₉₈. ₂ ―
₉ 月末 ₁₁, ₂₂₇ ₆. ₂ ₁₇, ₅₁₁ ₅. ₇ ₉₆. ₇ ―
₁₀月末 ₁₁, ₂₁₇ ₆. ₁ ₁₇, ₄₁₉ ₅. ₂ ₉₇. ₁ ―
₁₁月末 ₁₂, ₄₀₆ ₁₇. ₃ ₁₉, ₀₇₉ ₁₅. ₂ ₉₈. ₁ ―
₁₂月末 ₁₂, ₄₁₀ ₁₇. ₄ ₁₉, ₀₀₆ ₁₄. ₈ ₉₆. ₄ ―

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₂, ₃₇₅ ₁₇. ₁ ₁₈, ₉₁₇ ₁₄. ₂ ₉₇. ₇ ―
₂ 月末 ₁₂, ₅₅₉ ₁₈. ₈ ₁₉, ₁₈₃ ₁₅. ₈ ₉₈. ₁ ―
₃ 月末 ₁₁, ₉₈₆ ₁₃. ₄ ₁₈, ₉₃₂ ₁₄. ₃ ₉₇. ₁ ―
₄ 月末 ₁₁, ₂₅₄ ₆. ₅ ₁₇, ₇₇₃ ₇. ₃ ₉₅. ₅ ―

（期末）₂₀₁₅年 ₅ 月₂₅日 ₁₁, ₉₄₀ ₁₂. ₉ ₁₈, ₇₀₄ ₁₃. ₀ ₉₆. ₁ ―
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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インドネシア株ファンド

○為替相場
インドネシア・ルピアは円に対して上昇しました。

対円でのインドネシア・ルピア相場は、インドネシア大統領選挙の結果への不透明感などを受けて、下落して始まりま
した。₂₀₁₄年 ₇ 月以降は、改革派と目されるウィドド大統領の誕生期待から通貨は反発に転じ、その後もウィドド新政権
によるインフラ投資拡大の期待感から円安ルピア高が進行しました。 ₉ 月下旬以降は、新政権の政策実行力や国会対応へ
の不安感からルピアが下落したものの、その後は₁₀月末の予想外の日銀の追加金融緩和策の発表を受けて大幅な円安ルピ
ア高が進みました。₂₀₁₅年の年明け以降は、原油価格の下落や米国の利上げ観測で新興国への投資が敬遠される中、中央
銀行による予想外の利下げなどを受けてルピアは対円で緩やかに下落する展開となりました。

◆前期における「今後の運用方針」

○株式組入比率
株式の組入比率は、通常の状態で信託財産の純資産総額の₈₀％程度以上に維持することを基本とします。

○ポートフォリオ
・引続き、個別銘柄の株価動向を踏まえ、財務内容が良好で中長期的に高い成長が見込まれる企業への厳選投資を継続

し、業種と企業規模の分散を図ったポートフォリオとする方針です。
・業種別では、中長期的に高い成長が期待できる建設株を中心に資本財・サービスセクターに注目しています。また、

携帯電話のデータ通信需要増加に伴う中長期的な収益拡大が期待される電気通信サービスセクターにも注目していま
す。

◆ポートフォリオについて
個別銘柄の株価動向を踏まえ、財務内容が良好で中長期的に高い成長が見込まれる企業への分散投資を行ないました。業

種では、銀行や不動産を中心とした金融、生活必需品、所得水準の向上や民間消費の拡大に伴い業績拡大が見込まれる一般
消費財・サービス、インフラ整備推進の恩恵が期待される資本財・サービスを組入上位としました。個別銘柄では、マイク
ロ・ファイナンス部門で主導的な地位を占め今後も高い収益性が期待される BANK RAKYAT INDONESIA（金融）や、
高い健全性を有する民間大手銀行の BANK CENTRAL ASIA（金融）、今後スマートフォンの普及率上昇に伴いデータ通信
収入の高い伸びが期待される PT TELEKOMUNIKASI（電気通信サービス）の組入比率を高位としました。

◆ベンチマークとの差異について
以下のグラフは、当ファンドの基準価額とベンチマークとの騰落率の対比です。 
業種では資本財・サービスをオーバーウエート、素材をアンダーウエートとしていたことがプラスに寄与しましたが、生

活必需品、一般消費財・サービスをアンダーウエートとしていたことがマイナス要因となりました。個別銘柄では
PEMBANGUNAN PERUMAHAN PERSER（資本財・サービス）、ACSET INDONUSA（資本財・サービス）などが寄与
しました。 

（％）
14. 0
12. 0
10. 0
8. 0
6. 0
4. 0
2. 0
0. 0

当　期
（2014. 5. 26～2015. 5. 25）

基準価額
ジャカルタ総合指数（円換算）
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インドネシア株ファンド

◆分配金について
【収益分配金】

当期の ₁ 万口当り分配金（税込み）は100円といたしました。

■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₅ 月₂₇日
～₂₀₁₅年 ₅ 月₂₅日

当 期 分 配 金（ 税 込 み ）（円） ₁₀₀
対 基 準 価 額 比 率（％） ₀. ₈₄
当 期 の 収 益（円） ₁₀₀
当 期 の 収 益 以 外（円） ―

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（円） ₂, ₅₁₄
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

【決定根拠、留保益の今後の運用方針】
収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（ ₁ 万口当り）」をご参照ください。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■収益分配金の計算過程（ 1 万口当り）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₁₅₀. ₇₂円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  ₀. ₀₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₁, ₈₆₅. ₈₄
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₅₉₈. ₄₁
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₂, ₆₁₄. ₉₈
（ｆ）分 配 金 ₁₀₀. ₀₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ ｅ － ｆ ） ₂, ₅₁₄. ₉₈
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。

《今後の運用方針》

　引続き、個別銘柄の株価動向を踏まえ、財務内容が良好で中長期的に高い成長が見込まれる企業への厳選投資を継続し、業
種と企業規模の分散を図ったポートフォリオとする方針です。業種では、政府がインフラ整備推進の方針を鮮明とする中、予
算配分増の恩恵を受ける建設株を中心とした資本財・サービス、資金需要の拡大から恩恵を受ける金融などに注目していきま
す。
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インドネシア株ファンド

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年 ₅ 月₂₇日から₂₀₁₅年 ₅ 月₂₅日まで）

項 目 当 期
（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₆₈₇, ₃₂₃千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₄₂₉, ₂₉₅千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₁. ₆₀ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₅ 月₂₇日から₂₀₁₅年 ₅ 月₂₅日まで）
買 付 売 付

株　数 金　額 株　数 金　額

外
国

百株 千インドネシア・ルピア 百株 千インドネシア・ルピア

インドネシア ₂₇₃, ₆₉₀ ₂₈, ₅₆₃, ₁₂₁ ₂₇₈, ₆₀₃. ₀₉ ₄₆, ₁₉₈, ₀₃₄ 
（ ₄, ₆₇₁） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₅. ₂₇～₂₀₁₅. ₅. ₂₅）
金　額 比　率

信託報酬  ₂₀₉円 ₁. ₈₀₉％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₁₁, ₅₄₂円です。

（投信会社）  （₉₉）  （₀. ₈₆₂） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₉₉）  （₀. ₈₆₂） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₁₀）  （₀. ₀₈₆） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₆₂   ₀. ₅₄₁  売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₆₂）  （₀. ₅₄₁） 

有価証券取引税  ₂₀   ₀. ₁₇₆  有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

（株式）  （₂₀）  （₀. ₁₇₆） 
その他費用  ₅₃   ₀. ₄₅₈  その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数

（保管費用）  （₅₂）  （₀. ₄₄₈） 保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管および資金の送金・資産の移転等に要する費用
（監査費用）  （₁）  （₀. ₀₀₅） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
（その他）  （₁）  （₀. ₀₀₅） 信託事務の処理等に関するその他の費用
合　　　　計  ₃₄₄   ₂. ₉₈₄  

（注 ₁ ）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。 
（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。   
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して₁₀₀を乗じたものです。   
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インドネシア株ファンド

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₅ 月₂₇日から₂₀₁₅年 ₅ 月₂₅日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
BANK RAKYAT INDONESIA PERSER（インドネシア）  ₁₃₀ ₁₃, ₃₅₁ ₁₀₂  BANK MANDIRI PERSERO TBK PT（インドネシア）  ₂₅₅. ₇ ₂₅, ₂₉₂ ₉₈ 
SOECHI LINES TBK PT（インドネシア）  ₂, ₀₃₃. ₃ ₁₁, ₀₈₅ ₅  BANK RAKYAT INDONESIA PERSER（インドネシア）  ₁₇₀ ₁₈, ₁₉₀ ₁₀₇ 
INDOCEMENT TUNGGAL PRAKARSA（インドネシア）  ₅₀ ₁₀, ₉₂₆ ₂₁₈  TELEKOMUNIKASI INDONESIA PER（インドネシア）  ₆₆₀ ₁₇, ₇₅₃ ₂₆ 
ALAM SUTERA REALTY TBK PT（インドネシア）  ₂, ₀₀₀ ₁₀, ₄₈₁ ₅  ASTRA INTERNATIONAL TBK PT（インドネシア）  ₂₃₀ ₁₅, ₆₇₉ ₆₈ 
AKR CORPORINDO TBK PT（インドネシア）  ₂₄₀ ₉, ₈₅₇ ₄₁  PEMBANGUNAN PERUMAHAN PERSER（インドネシア）  ₇₀₀ ₁₃, ₈₃₆ ₁₉ 
CHAROEN POKPHAND INDONESI PT（インドネシア）  ₂₅₀ ₉, ₂₂₈ ₃₆  MATAHARI DEPARTMENT STORE TB（インドネシア）  ₈₀ ₁₂, ₅₂₅ ₁₅₆ 
MATAHARI DEPARTMENT STORE TB（インドネシア）  ₆₀ ₈, ₉₅₅ ₁₄₉  INDOFOOD SUKSES MAKMUR TBK P（インドネシア）  ₂₀₀ ₁₂, ₅₀₂ ₆₂ 
MULTIPOLAR TBK PT（インドネシア）  ₁, ₀₀₀ ₈, ₇₁₅ ₈  AKR CORPORINDO TBK PT（インドネシア）  ₂₄₀ ₁₁, ₀₄₄ ₄₆ 
ACE HARDWARE INDONESIA（インドネシア）  ₁, ₂₀₀ ₈, ₄₄₁ ₇  INDOCEMENT TUNGGAL PRAKARSA（インドネシア）  ₅₀ ₁₁, ₀₀₅ ₂₂₀ 
WIJAYA KARYA BETON TBK PT（インドネシア）  ₁, ₀₇₇. ₄ ₈, ₃₀₆ ₇  MITRA ADIPERKASA TBK PT（インドネシア）  ₁₈₈. ₉ ₉, ₈₉₂ ₅₂ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

■利害関係人との取引状況
当期中における利害関係人との取引はありません。

銘　　　　　　　　　　柄
期　　首 当 期 末

業 種 等株　　数 株　　数 評 価 額
外 貨 建 金 額 邦貨換算金額

百株 百株 千インドネシア・ルピア 千円
（インドネシア）
INDOCEMENT TUNGGAL PRAKARSA ₄₀₀ ₄₀₀ ₈₉₇, ₀₀₀ ₈, ₃₄₂ 素材
SOECHI LINES TBK PT ― ₁₂, ₀₀₃ ₆₇₈, ₁₆₉ ₆, ₃₀₆ エネルギー
TAMBANG BATUBARA BUKIT ASAM ₅₀₀ ― ― ― エネルギー
UNILEVER INDONESIA TBK PT ₆₀₀ ₅₀₀ ₂, ₁₈₈, ₇₅₀ ₂₀, ₃₅₅ 生活必需品
UNITED TRACTORS TBK PT ₃₀₀. ₀₉ ― ― ― 資本財・サービス
ASTRA INTERNATIONAL TBK PT ₄, ₅₀₀ ₂, ₂₀₀ ₁, ₆₆₆, ₅₀₀ ₁₅, ₄₉₈ 一般消費財・サービス
GAJAH TUNGGAL TBK PT ₆, ₀₅₈ ― ― ― 一般消費財・サービス
GUDANG GARAM TBK PT ₃₄₆ ₂₀₀ ₉₄₁, ₅₀₀ ₈, ₇₅₅ 生活必需品
INDUSTRI JAMU DAN FARMASI SI ₃, ₀₀₀ ― ― ― 生活必需品
PAN BROTHERS TBK PT ₁₅, ₆₅₆ ― ― ― 一般消費財・サービス
SEMEN INDONESIA PERSERO TBK ₈₀₀ ₅₀₀ ₆₅₆, ₂₅₀ ₆, ₁₀₃ 素材
KALBE FARMA TBK PT ₉, ₀₀₀ ₃, ₅₀₀ ₆₄₄, ₀₀₀ ₅, ₉₈₉ ヘルスケア
CHAROEN POKPHAND INDONESI PT ₂, ₅₀₀ ₃, ₀₀₀ ₉₆₁, ₅₀₀ ₈, ₉₄₁ 生活必需品
INTILAND DEVELOPMENT TBK PT ― ₄, ₀₀₀ ₂₆₈, ₀₀₀ ₂, ₄₉₂ 金融
VALE INDONESIA TBK ― ₁, ₀₀₀ ₃₄₆, ₀₀₀ ₃, ₂₁₇ 素材
BANK DANAMON INDONESIA TBK ₂, ₀₀₀ ― ― ― 金融
INDOFOOD SUKSES MAKMUR TBK P ₂, ₀₀₀ ― ― ― 生活必需品
NIRVANA DEVELOPMENT TBK PT ― ₂₀, ₀₀₀ ₄₃₈, ₀₀₀ ₄, ₀₇₃ 金融
NUSA RAYA CIPTA PT ― ₃, ₀₀₀ ₃₂₁, ₀₀₀ ₂, ₉₈₅ 資本財・サービス
PURADELTA LESTARI TBK PT ― ₃₂, ₇₁₅ ₆₈₇, ₀₁₅ ₆, ₃₈₉ その他

■組入資産明細表
外 国 株 式
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インドネシア株ファンド

銘　　　　　　　　　　柄
期　　首 当 期 末

業 種 等株　　数 株　　数 評 価 額
外 貨 建 金 額 邦貨換算金額

百株 百株 千インドネシア・ルピア 千円
TELEKOMUNIKASI INDONESIA PER ₁₅, ₀₀₀ ₁₀, ₀₀₀ ₂, ₈₇₀, ₀₀₀ ₂₆, ₆₉₁ 電気通信サービス
WIJAYA KARYA PERSERO TBK PT ₄, ₅₀₀ ₄, ₀₀₀ ₁, ₃₄₀, ₀₀₀ ₁₂, ₄₆₂ 資本財・サービス
ACE HARDWARE INDONESIA ― ₈, ₀₀₀ ₅₄₈, ₀₀₀ ₅, ₀₉₆ 一般消費財・サービス
BANK NEGARA INDONESIA PERSER ₃, ₀₀₀ ₂, ₀₀₀ ₁, ₄₁₅, ₀₀₀ ₁₃, ₁₅₉ 金融
INDOFOOD CBP SUKSES MAKMUR T ₅₀₀ ₆₀₀ ₈₃₅, ₅₀₀ ₇, ₇₇₀ 生活必需品
ASTRA AGRO LESTARI TBK PT ― ₂₀₀ ₅₂₂, ₀₀₀ ₄, ₈₅₄ 生活必需品
BANK CENTRAL ASIA TBK PT ₂, ₅₀₀ ₂, ₄₀₀ ₃, ₄₄₄, ₀₀₀ ₃₂, ₀₂₉ 金融
BANK MANDIRI PERSERO TBK PT ₃, ₂₅₇. ₁₃ ₇₀₀. ₁₃ ₇₉₉, ₈₉₈ ₇, ₄₃₉ 金融
PERUSAHAAN GAS NEGARA PERSER ₁, ₇₄₇ ₂, ₅₀₀ ₁, ₀₅₀, ₀₀₀ ₉, ₇₆₅ 公益事業
SUMMARECON AGUNG TBK PT ₃, ₇₁₅ ₅, ₀₀₀ ₉₆₀, ₀₀₀ ₈, ₉₂₈ 金融
BANK RAKYAT INDONESIA PERSER ₃, ₀₀₀ ₂, ₆₀₀ ₃, ₂₇₆, ₀₀₀ ₃₀, ₄₆₆ 金融
MITRA ADIPERKASA TBK PT ₁, ₇₃₂ ₁, ₀₀₀ ₅₅₅, ₀₀₀ ₅, ₁₆₁ 一般消費財・サービス
ADARO ENERGY TBK PT ₇, ₀₀₀ ₅, ₀₀₀ ₄₄₂, ₅₀₀ ₄, ₁₁₅ エネルギー
INDO TAMBANGRAYA MEGAH TBK P ₂₅₀ ₂₀₀ ₂₉₆, ₀₀₀ ₂, ₇₅₂ エネルギー
JASA MARGA （PERSERO） TBK PT ₅₀₀ ― ― ― 資本財・サービス
XL AXIATA TBK PT ₁, ₅₀₀ ₁, ₄₉₈ ₆₀₈, ₁₈₈ ₅, ₆₅₆ 電気通信サービス
EAGLE HIGH PLANTATIONS TBK P ₇, ₀₀₀ ― ― ― 生活必需品
ASTRA OTOPARTS TBK PT ₂, ₀₀₀ ― ― ― 一般消費財・サービス
BANK TABUNGAN NEGARA PERSERO ₃, ₀₀₀ ― ― ― 金融
MATAHARI DEPARTMENT STORE TB ₅₀₀ ₃₀₀ ₅₂₆, ₅₀₀ ₄, ₈₉₆ 一般消費財・サービス
BUMI SERPONG DAMAI PT ₈, ₀₀₀ ₂, ₀₀₀ ₃₉₀, ₀₀₀ ₃, ₆₂₇ 金融
NIPPON INDOSARI CORPINDO TBK ₄, ₀₀₀ ― ― ― 生活必需品
SURYA CITRA MEDIA PT TBK ₃, ₅₀₁. ₉₇ ₂, ₀₀₁. ₉₇ ₆₀₅, ₅₉₅ ₅, ₆₃₂ 一般消費財・サービス
PEMBANGUNAN PERUMAHAN PERSER ₉, ₀₀₀ ₄, ₀₀₀ ₁, ₆₃₀, ₀₀₀ ₁₅, ₁₅₉ 資本財・サービス
ADHI KARYA PERSERO TBK PT ₂, ₀₀₀ ₂, ₀₀₀ ₅₆₀, ₀₀₀ ₅, ₂₀₈ 資本財・サービス
TIGA PILAR SEJAHTERA FOOD ― ₂, ₂₀₅ ₄₁₈, ₉₅₀ ₃, ₈₉₆ 生活必需品
MALINDO FEEDMILL TBK PT ₄, ₇₇₇ ₃, ₄₈₀ ₆₁₄, ₂₂₀ ₅, ₇₁₂ 生活必需品
KIMIA FARMA PERSERO TBK PT ₃, ₀₀₀ ― ― ― ヘルスケア
PAKUWON JATI TBK PT ₁₅, ₀₀₀ ₁₅, ₀₀₀ ₇₀₆, ₅₀₀ ₆, ₅₇₀ 金融
ALAM SUTERA REALTY TBK PT ― ₁₀, ₀₀₀ ₆₅₀, ₀₀₀ ₆, ₀₄₅ 金融
CIPUTRA PROPERTY TBK PT ₁₃, ₀₀₀ ― ― ― 金融
TOTAL BANGUN PERSADA ₅, ₀₀₀ ₃, ₄₀₀ ₃₁₇, ₉₀₀ ₂, ₉₅₆ 資本財・サービス
WINTERMAR OFFSHORE MARINE ― ₅, ₀₀₀ ₂₂₂, ₅₀₀ ₂, ₀₆₉ 資本財・サービス
BEKASI FAJAR INDUSTRIAL ESTA ₁₀, ₀₀₀ ₈, ₀₀₀ ₄₁₂, ₀₀₀ ₃, ₈₃₁ 金融
WASKITA KARYA PERSERO TBK PT ₂, ₀₀₀ ₂, ₀₀₀ ₃₅₃, ₀₀₀ ₃, ₂₈₂ 資本財・サービス
TIPHONE MOBILE INDONESIA TBK ₈, ₀₀₀ ― ― ― 一般消費財・サービス
MITRA PINASTHIKA MSTK TBK PT ₃, ₀₀₀ ― ― ― 一般消費財・サービス
LOGINDO SAMUDRAMAKMUR TBK PT ― ₆, ₂₂₈ ₂₀₆, ₁₄₆ ₁, ₉₁₇ エネルギー
DHARMA SATYA NUSANTARA PT ₁, ₂₇₁ ― ― ― 生活必需品
NIPRESS PT ― ₈, ₀₀₀ ₄₈₀, ₀₀₀ ₄, ₄₆₄ 一般消費財・サービス
SEMEN BATURAJA PERSERO TBK P ₇, ₅₆₂ ― ― ― 素材
ACSET INDONUSA TBK PT ― ₉₀₀ ₄₃₂, ₀₀₀ ₄, ₀₁₇ 資本財・サービス
WIJAYA KARYA BETON TBK PT ― ₄, ₀₀₀ ₄₈₂, ₀₀₀ ₄, ₄₈₂ 素材

フ ァ ン ド 合 計
株　数、金　額 ₂₀₇, ₄₇₃. ₁₉ ₂₀₇, ₂₃₁. ₁ ₃₈, ₆₆₃, ₀₈₃ ₃₅₉, ₅₆₆ 
銘柄数＜比率＞ ₄₈ 銘柄 ₄₅ 銘柄 ＜₉₆. ₁％＞ 

（注 ₁ ）邦貨換算金額は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したものです。
（注 ₂ ）＜　＞は純資産総額に対する評価額の比率。
（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。
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■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₅ 月₂₅日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
株         式 ₃₅₉, ₅₆₆ ₉₀. ₉ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₃₆, ₁₁₅ ₉. ₁ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₃₉₅, ₆₈₂ ₁₀₀. ₀ 
（注 ₁ ）評価額の単位未満は切捨て。
（注 ₂ ） 外貨建資産は、期末の時価を対顧客直物電信売買相場の仲値をもとに投資

信託協会が定める計算方法により算出されるレートで邦貨換算したもので
す。なお、 ₅ 月₂₅日における邦貨換算レートは、 ₁ アメリカ・ドル＝
₁₂₁. ₇₀円、₁₀₀インドネシア・ルピア＝₀. ₉₃円です。

（注 ₃ ） 当期末における外貨建純資産（₃₇₁, ₁₈₆千円）の投資信託財産総額（₃₉₅, ₆₈₂
千円）に対する比率は、₉₃. ₈% です。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₅ 月₂₅日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 3₉5， ₆82， ₄₉₉円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₂₆, ₁₆₆, ₅₆₉  
株 式（評価額） ₃₅₉, ₅₆₆, ₆₇₉  
未 収 入 金 ₈, ₈₁₂, ₅₆₇  
未 収 配 当 金 ₁, ₁₃₆, ₆₈₄  

（Ｂ）負 債 21， 530， ₄88  
未 払 金 ₁₄, ₅₆₅, ₀₁₆  
未 払 収 益 分 配 金 ₃, ₁₆₀, ₀₃₂  
未 払 解 約 金 ₁₉, ₁₃₂  
未 払 信 託 報 酬 ₃, ₇₇₅, ₁₆₁  
そ の 他 未 払 費 用 ₁₁, ₁₄₇  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 3₇₄， 152， 011  
元 本 ₃₁₆, ₀₀₃, ₂₄₂  
次 期 繰 越 損 益 金 ₅₈, ₁₄₈, ₇₆₉  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 31₆， 003， 2₄2口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 11， 8₄0円

＊ 期首における元本額は₄₄₇, ₂₃₃, ₃₃₄円、当期中における追加設定元本額は
₆₃, ₁₂₀, ₃₅₄円、同解約元本額は₁₉₄, ₃₅₀, ₄₄₆円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₁, ₈₄₀円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₅ 月₂₇日　至₂₀₁₅年 ₅ 月₂₅日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 ₆， 02₆， ₇30円

受 取 配 当 金 ₆, ₀₂₂, ₀₃₂
受 取 利 息 ₄, ₆₉₈

（Ｂ）有価証券売買損益 ₄1， 5₄3， ₉₇₇
売 買 益 ₉₈, ₆₅₇, ₄₈₆
売 買 損 △ ₅₇, ₁₁₃, ₅₀₉

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ ₉， ₉₇5， ₆₉₆
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 3₇， 5₉5， 011
（Ｅ）前期繰越損益金 △ 35， 2₄₇， ₄₆8
（Ｆ）追加信託差損益金 58， ₉₆1， 258

（配 当 等 相 当 額）（ ₂₂, ₁₁₃, ₂₄₈）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₃₆, ₈₄₈, ₀₁₀）

（Ｇ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） ₆1， 308， 801
（Ｈ）収 益 分 配 金 △ 3， 1₆0， 032

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ） 58， 1₄8， ₇₆₉
追 加 信 託 差 損 益 金 ₅₈, ₉₆₁, ₂₅₈

（配 当 等 相 当 額）（ ₂₂, ₁₁₃, ₂₄₈）
（売 買 損 益 相 当 額）（ ₃₆, ₈₄₈, ₀₁₀）
分 配 準 備 積 立 金 ₂₀, ₅₁₂, ₉₅₂
繰 越 損 益 金 △ ₂₁, ₃₂₅, ₄₄₁

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。
（注 ₄ ） 投資信託財産の運用の指図に係る権限の全部または一部を委託するために

要する費用：₂, ₀₉₉, ₂₃₄円（未監査）

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当　   　期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₄, ₇₆₂, ₈₀₉円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益  ₀
（ｃ）収 益 調 整 金 ₅₈, ₉₆₁, ₂₅₈
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₁₈, ₉₁₀, ₁₇₅
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₈₂, ₆₃₄, ₂₄₂
（ｆ）分 配 金 ₃, ₁₆₀, ₀₃₂
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₇₉, ₄₇₄, ₂₁₀
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₃₁₆, ₀₀₃, ₂₄₂口
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インドネシア株ファンド

【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
1 万 口 当 り 分 配 金 100円

●〈分配金再投資コース〉をご利用の方の税引き分配金は、 ₅ 月₂₅日現在の基準価額（ ₁ 万口当り₁₁, ₈₄₀円）に基づいて自動的に再投資
いたしました。

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、₂₀. ₃₁₅％（所得税₁₅％、復興特別所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率による源泉徴収が行なわれ、申

告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用はありません。）を選択する
こともできます。

・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　201₄年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

●書面決議手続きの改正について
　重大な約款変更や繰上償還の際に行なう書面決議について、201₄年12月 1 日施行の法改正により以下の点が変更されたことに
伴い、信託約款の該当箇所の変更を行ないました。
・ 書面決議の可決要件が、「受益者の半数以上の賛成かつ受益者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」から「受益

者の保有する議決権の 3 分の 2 以上の賛成を得ること」に変更されました。
・ 投資信託の併合を行なう際、すべての場合で書面決議が必要とされてきましたが、その併合が受益者の利益に及ぼす影響が軽

微なものであるときは、当該併合に関する書面決議が不要となりました。
・ 書面決議に反対した受益者による受益権買取請求の規定について、一部解約請求に応じる投資信託（当ファンドは該当します。）

には適用されなくなりました。

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い
合わせください。
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